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れた。1954 年には東京駅八重洲口に、その後の民衆駅開発のみならず 70 年代以降の駅ビル開発
にも多大な影響を与えた施設が開業した。民衆駅として開発されたもののなかには、国鉄が民営














































 1910（明治 43）年 3 月、小林一三が主導する箕面有馬電気軌道㈱は官営鉄道の大阪駅のほど近
くに梅田駅を設け、梅田駅から郊外の宝塚駅に至る路線で営業を開始した。沿線の住民らは梅田
駅という窓口を通じて大阪の中心部とつながることになった。 
 小林は 1920（大正 9）年 11 月、その梅田駅に 5 階建ての阪急ビルを竣工させ、1 階を大手百貨
店の白木屋に貸し、2 階は直営の食堂、上階は事務所として使用した。白木屋を入居させたのは、
駅ビルでの百貨店の可能性を探るためである。白木屋の集客力の高さを見た小林は、1925 年 6 月
に白木屋との賃貸契約が満了すると、白木屋が入っていた一階を店舗の入り口とし、4、5 階を食
堂に、そして 2、3 階には直営の「阪急マーケット」を出店した。阪急マーケットは、2 階で食料
品を 3 階で洋品雑貨等を低価格で販売し、これが成功を収めた。 






































ならなかった。1945 年 12 月、政府は被災都市を復興すべく「戦災地復興計画基本方針」を閣議
決定し、1946 年 9 月に特別都市計画法を公布した。同法に基づき、戦災都市に指定された 115 都
市は戦災復興都市計画を策定し、市街地の復興に取り組み始めた。 
 市街地内を走る線路や駅舎などの鉄道施設も空襲で甚大な被害を受けていた。国鉄によると、






























































































的に割り当てられるようになった(9)。駅本屋に関しても、1949 年から 50 年になってようやく不
燃造（コンクリートブロック造、鉄筋コンクリート造)による再建が進められるようになった(10)。
こうした有様であったから、駅に旅客のための各種利便施設を設ける余裕などなかった。 
 1948 年 12 月には日本国有鉄道法（以下、国鉄法と記す）が公布され、監督する立場の運輸省
から現業部門を分離する必要があるとの判断などから、資金不足で駅舎の改築も儘ならないまま、
国鉄は独立採算制をとることが決定した。従来国鉄は、運輸省が国の特別会計によって行う事業

















































る間に、愛知県豊橋市から国鉄に駅の建築依頼があり、豊橋駅が民衆駅第 1 号として 1950 年に
完成した(13)。 
豊橋では終戦の 2 か月前（6 月）の豊橋空襲で市街地の約 90%を焼失し、豊橋駅の駅舎も全焼
した。戦後、駅はバラックで営業していたが、1947 年 12 月、豊橋市長は国鉄に対して改築を出





豊橋市長 大竹 藤知殿 
記 
 昭和 22年 12月 16日出願になつた豊橋駅の復興に伴う民衆施設に関しては左の条件によ
つて承認するから請負書を提出されたい。 
1 豊橋駅の設計は別紙図面（著者注：図表 1 参照）及び予算の通りとする 
2 右の内朱線部分（著者注：図表 1 の鉄道施設部分）工事は省の負担をもって、黄線部分
（著者注：図表 1 の民衆施設部分 ）工事は出願者の負担を以って、緑線部分（著者注：図
表 1 の公衆施設部分）工事は省と出願者との折半出資を以って省に於いて施行する 
3 前号出願者の負担部分に要する費用は省の指示に従って予納すること 
4 本工事のうち市負担部分に要する資材は陸運部門の枠の中から割当てる 










舗間通路などを含めた「民衆施設」部分に 3 分割して色分けした図面（図表 1 では色分けの代わ

















図表 1 豊橋民衆駅のフロアレイアウト 
 
（注）1949 年に国鉄が豊橋市長宛に送った文書に添付された図とほぼ同一のもの。日本国有鉄道『鉄道技術発
達史 第 2 篇第 3』掲載の図を用い、駅務施設、公衆施設、民衆施設の分けを文字で書き加えた。  
（出所）日本国有鉄道『鉄道技術発達史 第 2 篇第 3』 
 
 
1950 年４月、木造 2 階建ての豊橋民衆駅が開業した。駅務施設が 712.5 ㎡、公衆施設が 778.5
㎡、民衆施設が 1383.75 ㎡で、全体で 2,887.25 ㎡（地下室 12.5 ㎡を含む）となる(15)。南北 100m
横幅 20m ほどの長細い建物の南端 1 階には、出札室のほか列車を待つ人のための乗車広間が広く




あるせいで 1 階に比べると床面積が小さいが、ここには地元の豊栄百貨店が店を出した(16)。 
豊橋民衆駅はわが国初のショッピングセンターとして名前が挙げられることもあるが、図面を
見ると 2 階に出店している豊橋百貨店は百貨店と名乗ってはいるが 400 ㎡ほどの店で、そのほか
のテナントも 1 階に約 100 ㎡の食堂があるのと、さらに小さな店がいくつかあるのみであった。
民衆施設部分の面積は約 1,384 ㎡であったが、通路などの面積を含んでいるので、売場面積とし





















































事業主として工事費約 1 億円を投じたが、そのおよそ半分の 5000 万円は、建物内に入居予定だ
った東横百貨店（現 東急百貨店）からの前渡金で賄なわれた。 


















を超えた（図表 3 参照）。 




なお、㈱秋葉原は 2002 年に東日本旅客鉄道㈱（以下、JR 東日本と記す）が経営権を取得し、







図表 3 民衆駅一覧  
駅名 承認 開業年月 営業者名 総延面積 
豊橋 1948.7 1950.4 豊橋ステーションビル㈱ 11,620 
池袋（西口） 1948.12 1950.12 日本停車場㈱ 37,853 
秋葉原 1950.9 1952..2 ㈱秋葉原デパート 5,622 
尾張一宮 1950.10 1952.1 ㈱山一証券ほか 52 人 5,389 
門司 1951.3 1952.3 ㈶鉄道弘済会 3,394 
高円寺 1951.3 1953.12 高円寺復興協力会 －（注 2） 
札幌 1951.8 1952.12 ステーションデパート協同組合 24,418 
西鹿児島 1951.9 1952.4 下原清市ほか 9 人 897 
福井 1951.10 1952.6 ㈱福井ステーションビル 5,854 
富山 1951.11 1953.11 ㈱富山ステーションデパート 4,624 
東京（八重洲口) 1952.9 1954.10 ㈱鉄道会館 77,926 
金沢 1952.9 1953.3 金沢駅地下ビル㈱ 11,552 
沼津 1952.10 1953.3 沼津ステーションビル㈱ 4,680 
松江 1952.10 1953.3 ㈶鉄道弘済会 1,760 
八幡 1954.10 1955.7 北九州市 2,299 
水戸 1955.9 1956.12 ㈱水戸観光デパート 2,209 
池袋（東口） 1955.11 1958.9 ㈱パルコ 31,560 
新潟 1956.11 1958.4 ㈱新潟ステーションデパート 9,586 
小倉 1956.11 1958.3 ㈱小倉ステーションビル 10,025 
宇都宮 1957.3 1958.2 ㈱宇都宮駅デパート 2,251 
川崎 1957.9 1959.3 ㈱川崎ステーションビル 27,366 
岐阜 1958.5 1959.10 ㈱岐阜ステーションデパートメ
ントストア 
5,799 
姫路 1958.8 1959.11 ㈱姫路交通観光会館 15,089 
盛岡 1958.10 1959.11 盛岡ステーションビル㈱ 6,572 
四日市 1959.1 1960.5 三重交通㈱、三岐鉄道㈱ 2,218 
旭川 1956.9 1960.6 旭川ステーションデパート㈱ 5,073 
天王寺 1960.2 1962.9 ㈱天王寺ステーションビルディ
ング 
41,785 
秋田 1960.6 1961.9 秋田ステーションデパート㈱ 6,587 
錦糸町 1960.9 1962.4 ㈱錦糸町ステーションビル 22,642 
釧路 1960.9 1961.9 釧路ステーションビル㈱ 8,201 
横浜（西口) 1961.5 1962.11 ㈱横浜ステーションビル 23,288 
新宿（東口） 1961.7 1964.5 ㈱新宿スーションビルディング 43,046 
福島 1961.9 1962.12 福島ステーションビル㈱ 4,392 
蒲田（東口） 1961.10 1963.3 蒲田振興㈱ 15,566 
千葉 1961.12 1963.4 ㈱千葉ステーションビル 28,900 
博多 1962.2 1964.5 ㈱博多ステーションビル 51,128 
明石 1962.3 1964.11 ㈱明石ステーションセンター 11,619 
戸畑 1963.3 1964.9 戸畑ステーションビル㈱ 8,124 
広島 1963.12 1965.11 広島ステーションビル㈱ 30,015 
鶴見（東口） 1964.2 1965.7 鶴見振興㈱ 18,182 
別府 1964.4 1966.7 ㈱別府ステーションセンター 15,829 
帯広 1965.6 1966.11 帯広ステーションビル㈱ 10,906 
高岡 1965.6 1966.12 ㈱高岡ステーションビル 8,714 
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山形 1966.3 1967.8 ㈱山形ステーションビル 9,873 
大宮 1966.6 1967.10 ㈱大宮ステーションビル 21,814 
目黒 1965.10 1967.11 ㈱目黒ステーションビル 12,468 
和歌山 1966.9 1968.3 ㈱和歌山ステーションビルディ
ング 
15,121 
徳山 1968.5 1969.10 徳山ステーションビル㈱ 6,783 
蒲田（西口） 1968.5 1970.4 蒲田振興㈱ 30,322 
吉祥寺 1968.9 1969.12 ㈱吉祥寺ステーションセンター 29,021 
小岩 1970.12 1972.7 東京高架㈱ 15,760 
市川 1970.12 1972.9 千葉高架㈱ 24,940 
本八幡 1970.12 1972.10 同上 11,360 
船橋 1970.12 1972.11 同上 17,980 
津 1971.11 1973.3 津ステーションビル㈱ 8,050 
平塚（注 3） 1971.12 1973.6 平塚ステーションビル㈱ 22,069 










の 5 つに分けて整理しておきたい。a 鉄道債券により資金を得る方法、b 駅のあるまちからの無
条件寄付、c 構内営業を許可することを条件とした営業者及び自治体からの寄付、d 出願者に駅

























































1. 鉄道開通 80 周年記念事業の一環として東京駅八重洲口本屋を整備し、首都の玄関たる
にふさわしい駅舎を建設し、旅客、公衆の利便の向上を目的とする。 
2. 駅固有の施設の外に駅舎用地の立体的な活用を主眼とし、地下 2 階、地上 8 階程度の
高層建築とする。用地については国鉄が賃貸する。 
3. 国有鉄道の財政事情よりして民間資本を導入した会社組織とする。その場合、資本金














うして 1952 年 9 月 1 日、株式会社鉄道会館が設立された(25)。 
民衆駅の建設計画は、地下 2 階地上 12 階の本館部分 56,700 ㎡と、東京駅 6、7 番線の高架下部
分（13,000 ㎡）、及び両者の間の将来 8 番、9 番ホームが建設予定の土地に仮設される一部 2 階建















































ビルを建設する予定が 6 階までで中断するなどその開発の道のりは多難であった。ようやく 1953
年７月に、民衆駅内の専門店街エリアとして、6、7 番線の高架下に 38 店舗、本館との間に仮設
された二層の建物に 13 店舗の計 51 店舗が開業した。テナント各社は国鉄との契約ではなく、鉄
道会館が所有する床を賃借する契約を結んだ(27)。1953 年 3 月に、テナントが集まり商店会「東京
図表４ 東京駅八重洲口レイアウト図（1 階) 
（注）図の下側が八重洲側。図の右上の小さい区画が多く並んでいるところが名店街で、図右下の売
場が大丸の 1 階のフロア。 

































































 衆議院決算委員会でも、1953 年 11 月「株式会社鉄道会館に対する用地貸付等の問題に関する
決議」を行ったが、その骨子は、 
 1. 国鉄当局の責任の所在の明確化と人事の刷新 
 2. 外郭団体、関係団体の監督強化 
 3. 関係規程類の整備と収入の確保 








た。1953 年の 10 月、国鉄総裁の諮問に応じ民衆駅の建設及び運営に関する基本事項と構内営業
料の基準などについて審議するために、国鉄内部に「民衆駅等運営委員会」が設置された。 





















































































る。結局、1948 年に成立した国鉄法では、第 3 条で日本国有鉄道の業務は「鉄道事業及びその附
帯事業の経営」と限定された。 
 民衆駅の開発が各地で進められるなかで、国鉄法を改正して部外投資を可能にすることは国鉄
にとって悲願となり、1953 年には第 16 回国会にて投資条項を含む国鉄法の改正案が提出された
が、鉄道会館問題が国会でも取り上げられた後だったこともあり、議論の末「時期尚早で適当で
ない」という理由で却下された(38)。 






































































 入居保証金は、ご契約と同時に全額の 40％、中間に 30％、入居時 30%に区分し、会社の
指定する期日に振込んで頂きます。この保証金は、入居後 5 カ年間据置き、この間日歩 5 厘






























 ちなみに新宿駅東口よりも約 10 年前の東京駅八重洲口民衆駅では、その収支予算書の記載によ


























































































































店した。アメリカ屋靴店である。アメリカ屋靴店の創業者である宮崎伊助は、1947 年 6 月に戦地
から帰国し、2 店舗あった店が焼失したことを知った。再起をかけて以前店を出していた新宿の
伊勢丹前に再出店した伊助が、支店の第一号として出店したのが東京駅の名店街だった。当時資


























発し 1973 年にオープンした「平塚ラスカ」であり、その後、名古屋ターミナルビル㈱（1971 年
設立 国鉄出資比率は 40%)による名古屋ターミナルビル（1974 年開業）、新宿ターミナルビル㈱
（1972 年設立 同 48%)による新宿ターミナルビル（1976 年開業、愛称：ルミネ新宿)、博多ター










（２）国鉄の民営化と JR による駅ビル会社の集約 
















社の協力が必要だと株主らの理解を求めた。そして 1991 年 3 月にようやく第三者割当増資によ
り資本参加を実現し、株式の過半を握った(52)。JR 東日本はその後も出資比率を高め、2006 年 4
月には子会社の㈱ルミネにより㈱新宿ステーションビルディングを合併し、駅ビルの名称も「ル
ミネ・エスト」に変更した。 

















































(2) 日本国有鉄道『鉄道技術発達史 第 2 篇第 3』日本国有鉄道 1959 年 p1868 
(3) 運輸省の報告書では、ここに引用した文書に続けて国鉄事業の財政状態の悪化について記している。 








  国鉄の財政、また国家の財政、国民の家計とその軌を一にし、創始以来 60%台を上下して、どうやら黒字を
示していた営業収入に対する営業費の割合は、昭和 16 年度以降次第に悪化し、遂に 20 年度は 127%、21 年度
は 166%に達し、22 年度では、今回の 2 倍半の運賃値上げを見込んでも、猶且つ 120 億円の欠損が予想され、
まさに国鉄財政は破局的赤字を現出するに至った。 
  国鉄は、 まさに危機に直面している。疲弊し切った車両と荒廃した施設にむちうち、破たん的赤字財政に
苦しみながら膨大な輸送量を背おってあえいているというのが、国鉄の偽らざる現状である。」 （運輸省『国
有鉄道の現状：国有鉄道実相報告書』1947 年 8 月 p2～3） 
(4) 日本国有鉄道編『日本国有鉄道百年史 第 10 巻』日本国有鉄道 1973 年 p125 
(5) 福岡博次「豊橋民衆駅の設計計画」『日本建築學會研究報告』第 6 号 1950 年 5 月 
(6) 山崎兌「民衆驛」『交通技術』（交通協力会） 第 2 巻 2 号 1947 年 2 月 








うなものに国鉄自体の工事費を廻すということが困難なのでございます」 （第 19 回国会 参議院運輸委員会
議録 第 25 号 昭和 29 年 4 月 23 日）。 
(9) 運輸省 50 年史編纂室編『運輸省 50 年史』運輸省 1999 年 p123 
(10) 日本国有鉄道『鉄道技術発達史 第 2 篇第 3 施設』日本国有鉄道 1959 年 p1867～1869 
(11) 藤島 茂「民衆駅について」『鉄道建築ニュース』（鉄道建築協会）第 82 号 1956 年 10 月 
(12) 民衆駅開発に携わった国鉄の太田和夫は、民衆駅の構想が生まれたときのことを以下のように回想してい
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いう言葉が出来上がつて了うことになつた。」  （太田和夫「民衆駅について」『鉄道建築ニュース』第 177
号 1964 年 9 月） 
(13) 太田和夫談 鉄道会館『鉄道会館 50 年のあゆみ』鉄道会館 2003 年 p18 
(14) 豊橋市戦災復興誌編纂委員会編『豊橋戦災復興誌』豊橋市 1958 年 p274～276 
(15) 豊橋市戦災復興誌編纂委員会編『豊橋戦災復興誌』 p277～778 







等を取り決めた。（田中重雄「民衆驛の建設について」『交通技術』第 7 巻 2 号 1952 年 2 月 より） 
(18) 田中重雄「民衆驛の建設について」『交通技術』（交通協力会）第 7 巻 2 号 1952 年 2 月 
(19) 石榑督和「池袋西口民衆駅の計画と建設 : 国鉄駅舎の戦災復興とターミナル開発としての民衆駅方式」『日
本建築学会計画系論文集』第 82 巻 第 737 号 2017 年 7 月 
(20) 日本国有鉄道事業局『関連事業の歩み』日本国有鉄道事業局 1981 年 p63 
(21) 田中重雄「民集駅についての諸問題」『鉄道建築ニュース 15』1951 年 3 月、藤島 茂「民衆駅について」
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い場合には 1 階及び地階は国鉄の財産とし、2 階以上については国鉄専用部分及び将来業務上必要となる可
能性のある部分の財産を国鉄の財産とすることを建前とする。 
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